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246頁（1970年）］.
（10）　Illinois v. Caballes, 543 U.S. 405 （2005）［紹介，二本栁誠・比較法学41巻 1
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（AEDPA））」が定める申立ての期限を徒過して却下されたため，申立権の回復
を求める手続を行うにあたって弁護人の交代を求めた事案について，Clair判
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T.T.と，T.T.の子である L.P.（当時 3歳）および A.T.（当時 1歳 6か月）と一
（26）　Lopez v. Smith, 135 S. Ct. 1 （2014） （per curiam）.





































purpose” test）─によって決定される。進行中の緊急事態（an ongoing 
emergency）に警察が対処するために聴取がなされるなど，会話の主たる目的
が公判廷での証言の代用品（an out─of─court substitute for trial testimony）を
創り出すことでない場合には，修正 6条は問題とならない。






















































































































（understanding and use of language），学習（learning），可動性（mobility），
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110　　比較法学 50巻 1号
を認める一方，上告人の Spisak判決に基づく主張に関する判断は権限外とし














Land Use and Institutionalized Persons Act of 2000 （RLUIPA））」に違反すると






（46）　United States v. American R. Express Co., 265 U.S. 425 （1924）.




（48）　Holt v. Hobbs, 135 S. Ct. 853 （2014）. 法廷意見はアリート裁判官が執筆（全
裁判官一致）。ギンズバーグ裁判官の同意意見（ソトマイヨール裁判官同調）
がある。





























（50）　Taylor v. Barkes, 135 S. Ct. 2042 （2015） （per curiam）.
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（57）　Whitfield v. United States, 135 S. Ct. 785 （2015）. 法廷意見はスカリア裁判官
が執筆（全裁判官一致）。
















差戻しとした Johnson判決（60），国土安全保障省（Department of Homeland 
Security）が発したアルカイダによる旅客機ハイジャック計画のおそれに関す
る 意 見 に 基 づ き， 傘 下 の 運 輸 安 全 保 障 局（Transportation Security 



















（60）　Johnson v. City of Shelby, 135 S. Ct. 346 （2014） （per curiam）.













出訴期間停止法（Wartime Suspension of Limitation Act）が規定する出訴期間
の進行停止の適用の有無などについて争われた事案で，同法の適用は犯罪の訴
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